
１　躍進する再生可能エネルギーの現状

一昔前は、風車といえばオランダの田園風

景を思い浮かべ、太陽電池といえば宇宙船に

想いを馳せる。今ではこれら自然エネルギー

によって発電されるグリーン電力達がエコな

イメージ戦略を牽引し、さらには新ビジネス

を掲げるようになったが、それはここ数年の

話である。

まず、日本の風力発電を見ると、政府目標

値は2030年までに現在の約２倍の6.6GWとな

っているが、NEDO(新エネルギー・産業技術

総合開発機構)では20GWのシナリオを描いて

いる。次に、太陽光発電を見ると、政府目標

値は2030年までに現在の約40倍の53GWの設

備導入をし、事業用電力並みの発電コスト７

円／kWhを達成するという目標を掲げている。

また、太陽光発電電力全量買い取り制度が世

間をにぎわせ、太陽光発電ブームを巻き起こ

している。

世界の流れはさらに躍動的である。IEA(国

際エネルギー機関)が2008年に提示したシナリ

オでは、2050年に温室効果ガス半減を達成す

るための技術として、再生可能エネルギーに

その21％の貢献を期待している。09年末には

世界の累積設備容量は風力発電が160GW、太

陽光発電が20GWに達した。原子力発電１基

が100MW規模であるから、その規模は注目に

値する(１GW＝1000MW)。さらに2020年の導

入目標値 (風力発電、太陽電池 )を、欧州

(200GW、140GW)、米国(150GW、60GW)、中

国(150GW、20GW)、インド(60GW、22GW)な

ど、各国が大規模な導入宣言を次々に提示し

ている。グローバル市場はもはや不動のもの

となったといえる。

政府の新成長戦略では「グリーン・イノベ

ーションによる環境・エネルギー大国戦略」

により50兆円超の環境関連新規市場が明示さ

れていることに象徴されるように、環境・エ

ネルギー分野はビジネスへと展開している。

エネルギーセキュリティ、温暖化対策、とい

った文脈で半世紀以上の議論が続いてきた自

然エネルギーに、今、何が起こっているのか。

躍進する風力発電と太陽光発電を比較しなが

ら、グリーン・イノベーションを迎える時代

を考察してみたい。

２　市場は群雄割拠

風力発電も太陽光発電も「新エネルギー」

と呼ばれて久しい。技術開発の躍進により、

エネルギー源としての位置づけを確かなもの

にしている。技術として成熟してくると、コ

スト競争、そして利用する社会との調和を考

慮する段階がやってくる。まず、技術の成熟

過程を見てみたい。

風車は回転のエネルギーを電気に変える機

構で、主に機械工学と電気工学に属する。重

工業、電力産業だけにとどまらず、さらに大

型風車の直径は100mを超えるため、土木業界

が参入する。

1887年に初めて風力で発電して以降、風車

の翼や発電機などの技術革新により、80年代

に米国で本格的に風力発電が始まり、90年代

に欧州で開発が進んだ。欧州では99年には

「Wind Force 10」という、世界の電力消費量
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の10％(後に12％と訂正)を賄う可能性を明示

した青写真を、環境NGOグリーンピースと風

力産業界が牽引して作成、その実現に政府も

足並みをそろえた。さらに大型化や洋上風車

へと展開させ、いち早くその市場を成熟させ

ていった。米国は一時縮小していたものの、

近年大規模導入を続け、2007年に一時的に発

電コストがガス発電より下がったことなどが

インパクトとなり、３～５年という短期間で

資金回収可能な投資対象として注目された。

風車は重工業分野の80年代以前に設立された

企業がトップシェアを占め、この10年で企業

数は半減するなど淘汰の傾向を見せている。

一方、欧州との連携などを背景に、中国、

インドなどで近年の有力企業が台頭してい

る。風車の大型化に伴い、MW級風車は化石

燃料と競争可能な水準に至っている。

太陽電池は太陽光を化学変化により電気エ

ネルギーに変える機構で、主に化学工学に属

する。

1954年に太陽電池が発明され、60年代には

宇宙用、灯台用として普及が広まり、さらに

80年代には電卓などの小型機器に搭載され産

業として成長を始めた。2004年にドイツの再

生可能エネルギーの固定価格買い取り制度が

強化されるなどの制作補助により、欧州を中

心に市場が広がった。そこに目を付けた米国、

中国などの新規企業が介入し、群雄割拠の時

代に入っている。特にアジア諸国が台頭して

おり、半導体や液晶ディスプレイ、光ディス

クなどの分野で業界構造の水平分業化を推し

進めていった企業が牽引している。日本では

住宅などの屋根置きが主流だが、世界では広

大な敷地に発電所として設置するいわゆるメ

ガソーラーが普及してきており、本格的な価

格競争が始まっている。

３　戦略的マネジメントの必要性

技術が成熟してくると、コスト競争の普及

期に突入する。政策支援を得ながら、グリッ

ドパリティ(在来型の電力代と同等の発電コス

ト)の実現も視野に入ってきた。そのため大規

模導入が進むと期待されるが、自然エネルギ

ー発電の出力変動性が導入の問題となってい

る。

グリーン・ニューディール政策の柱の一つ

の、「スマート・グリッド(次世代送電網)」と

いう言葉もこの問題を背景に生まれた。これ

は出力変動を調整するために、ITを駆使して、

供給側だけではなく、需要側もコントロール

する構想である。例えば、需要側となる家庭

では蓄電池や電気自動車などを用いて変動を

調整する。一つの家庭の１日のエネルギー利

用サイクルだけを見れば、数分～数時間の変

動を調整できれば良いが、実際は、さらに数

日単位や季節変動などへも対応が必要とな

る。これを街単位で考えると、戦略的にイン

フラを整え、長期的な視点から数年単位での

システムマネジメントが不可欠だ。このよう

に、技術も空間も時間も幅広い新システムを

統合的に取り扱うには、今までの専門家が結

集し、より広範な議論ができる専門家の育成

が求められている。

今や、再生可能エネルギーの導入は急務で

ある。新しい技術が導入されれば、新たな課

題が生まれる。現在も太陽電池・風車の導入

において、様々な不具合が露呈しており、導

入と運用におけるコンサルティングの信頼性

が問われている。エネルギー供給構造を変え

るという大きな社会変革に対し、専門家は俯

瞰的視野に立った戦略的長期シナリオを示

し、社会への十分な説明と透明性を担保する

必要があるだろう。

（いのうえ　としひろ）
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